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神奈川県立総合教育センター長期研究員研究報告 17:61～66.2019 

 

生徒支援の充実を目指した 

新たな教育相談体制モデルの検討 
－ 既存の会議を活用した高等学校における実践を通して － 

 

金 井 麻 里１ 

昨今、学校現場では子ども達の抱える課題や問題を深刻な状況になる前に発見し、早期対応・早期支援が

できる教育相談体制づくりが必要とされている。本研究では、教職員の教育相談に関する意識を高め、生徒

支援の充実につなげるために、既存の教育相談コア会議を活用した新たな教育相談体制モデルを提案・実践

し、成果と課題を検証した。 

 
はじめに 

 

平成29年に文部科学省教育相談等に関する調査研究

協力者会議がまとめた「児童生徒の教育相談の充実に

ついて～学校の教育力を高める組織的な教育相談体制

づくり～(報告)」では、不登校、いじめや暴力行為、

児童虐待等の件数が増加傾向にあることや、子どもの

相対的貧困率が依然として高い状態にあることから、

「心理的、経済的に困難を抱えている児童生徒が増加

していると考えられる」としている。 

このことをふまえ、同報告では学校における教育相

談体制について検討すべきであるとした上で、これま

での教育相談が生徒に問題が発生した事後の対応に重

点が置かれていたことに対し、今後は「事案が発生し

てからのみではなく、未然防止、早期発見、早期支

援・対応、さらには、事案が発生した時点から事案の

改善・回復、再発防止まで一貫した支援に重点をおい

た体制づくりが重要である」と指摘している。また、

この教育相談体制づくりにおいて「既存の会議を活用

するなどし、『校内で役割のある教職員とスクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカーにより、早

期から学校組織として事案を把握する(スクリーニン

グ)ための会議』及び『個別事案に対応するためのケ

ース会議』を実施する必要がある。スクリーニング会

議を定期的に実施することで、重大な事案に至る前に

早期発見及び支援・対応が可能となる」と述べてい

る。 

所属校では、スクリーニング会議と同等の会議とし

て教育相談コア会議(以下、「コア会議」という)を教

育相談体制の中に位置付け、週１回実施している。参

加者は、生徒情報を共有し、対応や支援の方向性を検

討している。構成するメンバーは、教頭、生活支援グ

ループリーダー、各学年の教育相談コーディネーター

(以下、「ＣＯ」という)または教育相談担当者、養護

教諭である(以下、「コアメンバー」という)。また、

コアメンバー以外の有志教職員の参加も可能である。

しかし、昨年度までに有志教職員が参加した実績がな

いことや、コア会議にあがってくる生徒情報が少ない

ことなど、コア会議が学校の教育相談体制の中で十分

に機能していないという課題がある(第１図)。 

第１図 これまでのコア会議の様子 

山本は「学校現場では、教職員の誰もがそれぞれの

立場から情報の発信者となり、チーム支援のきっかけ

づくりをしていくことが望まれる。そのためには、教

職員一人ひとりが生徒の変化やサインに気付くことが

できる視点を養うことが必要である」(山本 2017)と

し、教職員一人ひとりが生徒支援に関わっていくこと

の必要性を指摘している。そのためにも、組織で教育

相談に関わっていく体制づくりが重要である。 

 

                    研究の目的 

 

 本研究では、生徒支援の充実を目指し、既存の会議

を活用した新たな教育相談体制モデルを提案・実践

し、その成果と課題を検討する。 

 

 

１ 神奈川県立湘南台高等学校 
  研究分野(一人ひとりのニーズに応じた教育研究

支援教育) 
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研究の内容 

 

１ 事前調査 

(1) 目的 

教育相談体制とコア会議に対して教職員がどのよう

な認識を持っているのかを明らかにする。 

(2) 方法等 

 所属校の全教職員 64 名を対象に、教育相談体制と

コア会議に関する選択式と自由記述式によるアンケー

ト調査を行った。 

(3) 結果と考察 

 １週間後に回収し、38名からの回答を得た(回収率

59.4％)。回収率はやや低かったものの、経験年数の

少ない１～５年目の教職員から、25年以上の経験年

数の多い教職員まで幅広い層で回答を得ることができ

た。 

ア 「生徒から相談された際に課題と感じること」 

「③相談される内容に関しての知識が不足してい

る」と回答した教職員が17名(44.7％)、次いで「②

相談にこたえたいと思うが、時間的余裕がない」が６

名(15.8％)であった。その他の選択肢は「①生徒の内

面に深く踏み込むことに抵抗がある」「④ひとりで対

応するのは困難だと思うが、誰に相談したら良いかわ

からない」「⑤組織またはチームで対応するのは面倒

だと感じる」「⑥課題と感じることはない」「⑦その

他」「無回答」である(第２図)。 

第２図 「生徒から相談された際に課題と感じるこ

と」(事前) 

教職員経験年数によって回答に大きな差はなかった

ため、どの経験年数でも教育相談に対する知識不足を

感じていることが明らかになった。このことから、教

職員は生徒から相談を受けることに自信を持てず、教

職員が相談から実際の支援に移すことができない状況

があると推測した。 

イ コア会議に関する項目 

コア会議に有志の教職員が参加できることを知って

いた教職員は31名(81.6％)、コア会議の内容に興味・

関心があるかの質問については「とてもある」「ある」

を合わせると 29 名(76.3％)で、回答した大多数の教

職員がコア会議について興味・関心を持っていた。し

かし、実際にコア会議に参加してみたいかという質問

に対しては「参加してみたい」は７名(18.4％)にとど

まり、「自分に関係のある生徒なら参加してみたい」

「誘われれば参加してみたい」「授業の調整がつくな

ら参加してみたい」が合わせて 26 名(68.4％)と多か

った。また、「コア会議に求める機能やコア会議の在

り方について」の自由記述では11名から回答があり、

そのうち９名はコア会議が閉鎖的であるとする内容で

あった。主な意見としては、「情報共有が密にできた

ら良いと思う」「もっとオープンにしてほしい」「コ

ア会議の内容の中には慎重に取り扱うべきものもある

かと思いますが、学年や学校にもう少しオープンにし

てくれた方が、意識しやすい」等の意見であった。こ

のことから、コア会議について興味・関心がある一方

で、教職員にとってコア会議が身近なものではないこ

とや、コア会議からの情報発信が少ないことから、実

態が分からないために有志参加に踏み切れない状況が

あることが推測される。 

これらの推測から生徒支援の充実には、既存のコア

会議が十分に機能し、教職員が積極的に教育相談に関

われるような働きかけが必要ではないかと考えられる。 

 

２ 研究の仮説 

既存のコア会議を活用した新たな教育相談体制モデ

ルを提案・実践することで、教職員の教育相談に関す

る意識を高め、組織で支援することにより、生徒支援

の充実につながると仮説を立てた。 

 

３ 研究の概要 

(1) 教育相談体制モデルの実践 

ア 期間 

 平成30年 10月～11月 

イ 実践内容 

 教職員が組織で支援する教育相談に関わる機会を増

やすために、校内教育相談体制の中に位置付けられて

いるコア会議を活用し、新たな教育相談体制モデルを

提案・実践した。  

(2) 事後調査 

 実践後に、成果と課題を把握するため、アンケート

調査及びインタビュー調査を実施し、教職員の意見を

収集した。また、コアメンバーによる振り返りを行っ

た。 

 

４ 教育相談体制モデルの実践 

 新たな教育相談体制モデルの内容として、コア会議

内容の回覧、コア会議終了後の関係者とのオン・ザ・

フライ・ミーティングによる情報共有、キーパーソン
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のコア会議への参加(第３図)を考え実践した。 

第３図 新たな教育相談体制モデル 

(1) 実践内容 

ア 「コア会議内容の回覧」 

 コア会議で話し合われた内容を月に１回保健室から

教職員向けに発信している回覧に載せ、情報発信し

た。回覧は個人情報を含むため、各学年のコアメンバ

ーの管理の下で回覧した。その際、学年のコアメンバ

ーから「こういうのが欲しかったんだよ」「やっと情

報を回してくれたか」という声が教職員からあったと

いう報告があり、コア会議の情報を共有したことに対

し好意的な反応があったことが分かった。 

イ 「コア会議終了後の関係者とのオン・ザ・フラ

イ・ミーティングによる情報共有」 

 コア会議で話し合われた生徒情報の中で、関係教職

員との情報共有が必要と思われる事例については、コ

ア会議終了後にコアメンバーから声をかけ、情報共有

を行った。教職員の負担を考慮し、改めて会議の場な

どは設けずに、オン・ザ・フライ・ミーティング(中

田 2013)として職員室で立ち話的に行った。本研究

では、新たな教育相談体制モデルに基づいてコア会議

を５回行い、情報共有は18事例について実施した 

(第１表)。 

第１表 コア会議後に情報共有を行った事例数 

 １学年 ２学年 ３学年 計 

10月 ２日 １ １ ２ ４ 

10月 10日 ２ ― １ ３ 

10月 16日 １ ２ １ ４ 

10月 30日 １ １ １ ３ 

11月 ６日 １ ２ １ ４ 

この情報共有では、教職員へコア会議で話し合われ

た内容を伝えることにより、生徒の新たな情報を引き

出したり、近況を確認したりすることが出来た。ま

た、支援についての手立てを考える機会にもなったこ

とで、生徒支援を進めるにあたり重要な場となった。 

 ウ  「キーパーソンのコア会議への参加」 

 オン・ザ・フライ・ミーティングによる情報共有に

おいて支援の中心となるキーパーソンを決め、コア会

議への参加を依頼した。18事例中10事例で、キーパ

ーソンに次回のコア会議への参加を依頼した。このう

ち３事例において参加が実現した。 

(2) 実践事例 

 本研究では、キーパーソンの参加が実現した３事例

を通して新たな教育相談体制モデルの実践について分

析することとした。 

ア 事例１ 

 生徒Ａは２年生の頃から不登校傾向で、３年生の初

めから登校できずにいた。担任からの家庭連絡も繋が

らないことが多かった。担任の家庭訪問により三者面

談を行い、Ａに登校の意思はないが、大学を受験した

いという希望を持っていることが確認された。 

(ｱ) コア会議での話合い 

 コア会議では、２年生の頃よりＡは話題にあがって

いたものの、学年のコアメンバーが把握する情報の報

告のみで終わっていた。今回は本人の希望を受け、今

後の進路決定を支えていく必要性が話し合われた。 

(ｲ) オン・ザ・フライ・ミーティングによる情報共有 

 コアメンバーの呼びかけにより、担任・副担任とＡ

の近況について情報共有した。今後の具体的な動きに

ついて話し合うため、キーパーソンとして担任が次回

のコア会議に参加することが確認された。  

(ｳ) 教育相談体制モデルの実践結果 

 オン・ザ・フライ・ミーティングによる情報共有で

は、担任が学年の中でＡを一人で支えている状況が明

らかになったため、その場に副担任も加えた。 

コア会議では担任からＡとの面談の詳細が報告さ

れ、今後どのような支援が必要なのか、学校としてＡ

の進路決定に向けてどのような関わりが出来るのかに

ついて話し合われた。進路に関わる問題であること

や、担任が疲弊感を抱えているという点を考慮し、管

理職とも連携しながら、Ａの方向性を話し合うことが

出来た。担任からは、「Ａについてどうしていいかわ

分からず、また責任を感じていたので、一人で抱えな

くていいんだと思えることで負担感が減った。複数で

個人の支援をしていくことは有難いと感じた。」とい

う感想があった。 

イ 事例２ 

 生徒Ｂは１年生の頃から保健室の頻回利用者で、頭

痛や腹痛等の不定愁訴が多かった。２年生に進級して

からは教室への不適応により、保健室を利用する時間

が更に多くなった。 

(ｱ) コア会議での話合い 

 Ｂについては１年生の頃から継続してコア会議で話

題にあがり、担任と養護教諭が支援に当たっていた。

２年生の９月にクラスメイトとのトラブルがあり、教

室への抵抗が増し、欠課が続いた。このことから、コ

ア会議ではＢに対する支援チームを結成し、チームで

支援する必要があるのではないかと話し合われた。 
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(ｲ) オン・ザ・フライ・ミーティングによる情報共有 

 コアメンバーの呼びかけにより、担任・副担任・養

護教諭とＢの現状について情報共有した。一部の教職

員のみでＢに関わるのではなく、チームを結成し学年

全体でＢに関わっていくことが、Ｂの教室適応に必要

ではないかということと、担任がキーパーソンとして

次回のコア会議に参加することが確認された。 

(ｳ) 教育相談体制モデルの実践結果 

 Ｂの担任と情報共有を行った際、担任の考えるＢへ

の支援方針と、養護教諭が考えるＢへの支援方針に違

いがあることが分かった。 

Ｂには担任と養護教諭が別々の場で関わっていた

が、Ｂの教室適応を支えていくために、チームを結成

し学年全体でＢを支援していくことになった。そのた

めにコア会議では、支援チーム結成に向けてメンバー

を選定し、今後のチームの動きや、ケース会議開催に

ついて話し合われた。教室でのＢの動きを中心に考え

る立場の担任と、Ｂの精神状態に寄り添った考えを持

つ養護教諭、そこへ全体を把握するコアメンバーが入

り情報共有を行うことで、双方が同じ支援方針で対応

することが出来た。担任からは、「Ｂについては自分

がなんとかしていかなくてはと思い込んでいた。チー

ムで対応しろと言われても、どうやってチームを組ん

だり声をかけたりして良いか分からず、億劫になって

動き出せなかった。今回コア会議に参加し、チーム結

成について色々と提案されたことで、自分でやらねば

という気持ちから、皆で一緒に支えていけるんだとい

う安心感が出てきた。」という感想があった。担任は

チームの中心ではあるが、他の教職員もＢに関わる機

会が増え、定期的にケース会議も開催されている。そ

の後Ｂの保健室に不定愁訴による来室はほとんどなく

なった。この事例では、コア会議を通してＢをチーム

で支援するための体制が整備できた。 

ウ 事例３ 

 生徒Ｃは入学後しばらくしてから体の一部の違和感

を訴え保健室へ数回来室することがあった。授業中や

休み時間は溌剌と過ごし、友人関係も良好な様子であ

る。部活動も加入し、他に困った様子は見られない。 

(ｱ) コア会議での話合い 

 Ｃは入学後１ヵ月が過ぎた５月あたりから、体の違

和感を訴えて保健室を利用していた。養護教諭は、心

理的な要因を見立てコア会議に情報をあげていた。Ｃ

は教室では元気に過ごしているものの、部活動中は不

安定になることもあり、顧問のＤ教諭がよく話を聞い

ていた。コア会議では、体の違和感の原因が身体的な

不調によるものなのか、心理的な要因によるものなの

か判断しかねるため、スクールカウンセラーの利用と

病院受診が必要ではないかと話し合われた。 

(ｲ) オン・ザ・フライ・ミーティングによる情報共有 

 コアメンバーの呼びかけにより、担任・養護教諭・

Ｄ教諭と情報共有を行った。その中で、Ｃにスクール

カウンセラーの利用や医療機関への受診を勧める必要

性や、Ｃの話を親身に聞いているＤ教諭がキーパーソ

ンとして次回コア会議に参加することが確認された。 

(ｳ) 教育相談体制モデルの実践結果 

 Ｃの担任は自身が受け持つ授業や休み時間のＣの様

子からＣに困った様子がないと感じていた。しかし、

情報共有を行う中で、Ｄ教諭や養護教諭から実際にＣ

が体の違和感を訴えている時の様子などを聞き、担任

は支援の必要性を理解した。これまでＤ教諭はＣの話

を一方的に聞いて受け止めることしかできず、Ｃにつ

いて担任と話し合う機会を持てていなかった。 

Ｄ教諭は定例のコア会議を開催する時間帯に授業が

あったが、コア会議を放課後に開催することで参加す

ることができた。コア会議ではＣの主訴や現在の状況

がＤ教諭から報告され、Ｃの体の違和感は特定の授業

や場面で起こることが分かった。また、Ｄ教諭からＣ

にスクールカウンセラーの利用や医療機関への受診を

勧めたが、気乗りがしないと断られた状況であること

も分かった。今回の情報共有やコア会議の参加を経

て、Ｄ教諭は「自分ひとりでは支援と言えるほどのこ

とが出来るのか自信がなかった。コア会議の場でたく

さんの人と情報共有しアドバイスをもらうことで、皆

でＣを支えていくんだと思えた。」と感想を語った。 

コア会議終了後に、Ｄ教諭と担任はＣと面談し、Ｃ

はスクールカウンセラーを利用することとなった。ス

クールカウンセラーとの面談の中で、「病院を受診し

てみたら良い」とアドバイスを受け、医療機関への受

診にもつながった。医師から「気にしなくて平気」と

言われたことでＣは安心し、保健室で体の違和感を訴

える回数が減った。現在もスクールカウンセラーを定

期的に利用し、コア会議において経過観察している。 

 

５ 事後調査 

 今回提案した教育相談体制モデルの成果と課題を把

握するため、事後アンケート調査を実施し、教職員の

意見を収集した。また、実践の振り返りとして、５回

目のコア会議後にコアメンバーによる振り返りと、教

育相談体制モデルにより新たにコア会議に参加した教

職員２名にインタビュー調査を行った。 

(1) アンケート調査の結果と考察 

ア アンケート調査の回収率の変化 

 事後アンケート調査では64名に配付し、事前アン

ケート調査と同様の回収方法・回収期間を経て43名

から回答があった。回収率は67.2％となり、事前ア

ンケート調査と比較すると7.8ポイント増加した。 

イ コア会議について 

 コア会議に関するアンケート調査項目において、

「コア会議に有志教職員が参加できることを知ってい

るか」という質問では、事前アンケート調査で「知っ
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ている」31名(81.6％)、「知らない」７名(18.4％)で

あったのに対し、事後アンケート調査では「知ってい

る」40名(93.0％)、「知らない」２名(4.7％)となっ

た。コア会議への有志教職員参加については年度初め

に教育相談体制についてのガイドラインを配付し、職

員会議の場で説明を行っている。そのため、事前アン

ケート調査の31名(81.6％)という数値は課題である

と考えたが、本実践を経て93.0％へ 11.4ポイント増

加した。このことから、コア会議に有志教職員が参加

できることが教職員の間で理解されつつあることが分

かった。 

 また、「コア会議後にコアメンバーから情報共有が

あったか」という質問に対し、実際に声をかけた教職

員27名のうち、アンケート回答者の16名(59.3％)の

教職員が「あった」と回答した。「コア会議で話し合

われた内容等の回覧を読んだか」という質問に対し、

43名のうち34名(79.1％)が「読んだ」と回答した。

これらのことから、まだ不十分ではあるものの、今回

の教育相談体制モデルの実践により、コア会議に関す

る理解が教職員の間で広まりつつあると言える。  

ウ 「生徒から相談をされた際に課題と感じること」

について回答の変化 

 事前アンケート調査では、生徒から相談された際に

課題と感じることについて、44.7％が「③相談される

内容に関しての知識が不足している」と回答したのに

対し、事後アンケート調査では25.6％と19.1ポイン

ト減った。その他の選択肢の項目については事前アン

ケート調査と同様である(第４図)。新たな教育相談体

制モデルの実践が、教職員の感じている相談に関する

知識不足の解消につながっていると推測される。 

第４図 「生徒から相談された際に課題と感じるこ

と」(事後) 

エ コア会議の情報発信について 

 コア会議の情報の回覧や情報共有に関して、「良い

取組だと思う」「可能な限り情報共有してもらえるの

はありがたい」等の取組に対する肯定的な意見があっ

た。一方で、回覧については「実名が伏せてあるので

誰のことを言っているのか分からない」「生徒の状況

については書かれているが、どのようなことが検討さ

れ、どういった支援が必要なのか、何をすれば良いか

が分かりにくい」等の意見もあった。今後は、個人情

報の取り扱いに十分に配慮しながら、具体的な生徒支

援につながる情報を提供していけるよう、回覧内容や

回覧方法について改良していく必要がある。 

オ コア会議の在り方や校内の教育相談体制について 

「コア会議にあがる生徒について、学年でも問題意

識を持って様々な視点から見守るような連携が取れる

とより良くなると思う」「学年会が定期的に開かれて

いないので、コア会議の内容を学年にバックできず対

担任のみとなる」等の意見があったことから、コア会

議と学年のつながりが薄いという課題が浮き彫りにな

った。今後はコア会議で検討されたことを学年でも共

有し、組織で生徒を支援するような体制の整備が求め

られている。 

(2) インタビュー調査・コアメンバーによる振り返り

の結果と考察 

新たに加わった２名へのインタビュー調査では、今

後のコア会議や教育相談体制について、「コアメンバ

ー同士は会議をしなくてもお互い『もう分かってる』

という感じがした。メンバー外の参加者として疎外感

も感じたが、一度参加してみることで、会議以外でも

コアメンバーと会話をしたり相談をしたりできるよう

になった」「コア会議に参加してその場だけで話合い

をするのではなく、日常からコミュニケーションを取

ることが大事だと思う」等の意見があった。 

コアメンバーによる実践の振り返りにおいては、

「情報共有をすることで今まで関わりの薄かった教職

員とも関係ができた。それ以降、生徒のことについて

教職員から相談を受ける頻度が増えた」等の意見があ

り、今回の教育相談体制モデルの実践により、生徒の

支援について話合う機会が日常場面でも増加している

ことが分かった。これらのことから、生徒の支援はコ

ア会議等の決まった場のみで話合うのではなく、教職

員のコミュニケーションを密にして連携しやすい関係

性を築いた中で、日常的に様々な場面で話し合うこと

が重要であると考えられる。 

また、新たな教育相談体制モデルのキーパーソンの

コア会議への参加について、依頼した10事例中７事

例ではコア会議への参加が実現しなかったが、今回の

調査ではその原因まで特定できなかった。今後コア会

議の開催日時等の調整を行い、キーパーソンとなる教

職員が参加しやすい環境を整備する必要がある。 

 

研究のまとめ 

 

１ 研究の成果 

 今回の３つの実践事例すべてにおいて、コア会議を
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通して生徒の支援を組織で対応することで、教職員が

一人で問題を抱え込まずに済むという安心感を得られ

たという感想があった。このことは、教職員がコア会

議に参加することで、教育相談体制への理解が深まっ

た成果である。 

インタビュー調査において、コア会議に新たに参加

した教職員から、「コア会議に参加することで、自身

の教育相談に関する学びの場になった」「まだまだ知

識が足りないので勉強していきたい」等の意見があっ

た。このことから、新たな教育相談体制モデルの実践

が、教職員が教育相談に関わりながら学ぶ機会になっ

たことが分かった。更に、コア会議に参加すること

で、「自分の生徒を見る幅が広がり、生徒の態度の裏

にある感情や背景となる生活環境など様々な可能性に

ついて考えられるようになった」「自分の担当する困

りを抱えている生徒について、どう対応したら良い

か、具体的に知ることができて良かった」等の意見が

あり、コア会議に参加することで、教職員がプラスの

成果を感じていることが分かった。これらの成果か

ら、新たな教育相談体制モデルの実践が教職員の教育

相談に関する意識の向上につながったと言える。ま

た、新たな教育相談体制モデルの実践中に、経験年数

の少ない教職員の中から、教育相談についての知識不

足を補うために学習会を開こうという提案があり、週

に１度放課後に学習会が開催されるようになった。こ

の学習会は、経験が豊富なコアメンバーがファシリテ

ーターとして入り、経験年数の少ない教職員が生徒支

援をする中で直面する課題への対応方法を話し合って

いる。このような学習会が開催されるようになったこ

とからも、教職員の教育相談に対する意識の向上が読

み取れる。 

以上のことから、既存のコア会議を活用した新たな

教育相談体制モデルの提案・実践により、コア会議や

教育相談に対する教職員の理解が深まり、意識の向上

につなげることができた。また、チームで生徒の支援

を行うことにより、教職員が一人で抱えずに、安心感

を持って教育相談に関わることができた。今回の実践

事例の一部において、実際の生徒支援に役立ったこと

から示されるように、提案した新たな教育相談体制モ

デルの実践は、今後の生徒支援の充実に向けた効果的

な取組として期待できるものであると考える。 

 

２ 研究の課題と今後の展望 

 コアメンバーによる実践の振り返りの中で、「自分

たちが想像していた以上にコアメンバーとコアメンバ

ー以外の教職員との間にコア会議に関する認識の違い

があったことに驚いた」という意見が多くあった。今

回の教育相談体制モデルの実践により、教職員がコア

会議や教育相談に関わる機会が増え、生徒支援の充実

にはつながったが、学校全体で教育相談の視点を持ち

生徒支援を進めていこうという体制づくりまで進める

ことができなかった。今後、学校全体で教育相談に取

り組むための体制づくりには、ＣＯの役割が重要とな

る。そのためには、ＣＯを教育相談体制の中に位置付

け、役割を明確化することが必要である。例えば、本

研究の新たな教育相談体制モデルにおける情報発信や

情報共有の推進をＣＯの役割とすることで、教育相談

体制モデルがより機能していくと考えられる。このよ

うに、教育相談体制を学校の実情に合わせて構築し、

ＣＯを中心として、全ての教職員が教育相談に取り組

んでいける体制づくりに向けて実践を重ねていきた

い。 

本研究を発展させ、生徒の発する小さなＳＯＳを教

職員が早期に発見することにより、早期対応・早期支

援につなげることのできるような教育相談体制を構築

し、生徒支援の更なる充実を目指していきたい。 

 

おわりに 

 

本研究の実践の成果をいかし、今後も学校全体で生

徒を支える教育相談体制づくりに貢献していきたい。 

 最後に、御多忙の中、研究に協力していただいた湘

南台高等学校教職員の皆さまに深く感謝申し上げる。 
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